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事 業 報 告

２００８年９月のリーマンショックで落ち込んだ世界経済は着実に回復を続けていますが、

一方で原油価格の高騰やヨーロッパのソブリンリスク問題など、直面するリスク要因も山積み

であり、世界全体の景気回復が阻害されることもありうる状況です。

、 、「 、 、我が国においては 直近の内閣府の月例経済報告が 景気は 東日本大震災の影響により

このところ弱い動きとなっている。また、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況に

ある 」との基調判断を示しているように、持ち直しに向けた動きがみられ足踏み状態を脱し。

つつあった景気が、生産、輸出、企業収益、個人消費のいずれも弱い動きとなり、電力供給の

制約やサプライチェーン立て直しの遅れなどの下振れリスクもあって、厳しい雇用情勢の中、

先行き不透明な状況となっています。

岐阜県内においても、東日本大震災の影響により当面弱い動きが続くと見込まれますが、夏

場の電力供給に一部不安はあるもののサプライチェーンの回復とともに、少しずつ回復の兆し

も見え始めています。デフレの影響や厳しい雇用情勢の続く中、県内中小企業には、更なるコ

ストカットに向けた努力が求められると同時に、 排出削減や再生可能エネルギーへの転CO2

換促進など環境への対応の必要性が高まっていることから、一層の企業努力が求められる状況

となっています。

このような状況の中、県内産業の活性化のためには、中小企業の技術力の向上や人材育成と

いった経営基盤の強化に努めることはもとより、グローバル化や情報化、環境への配慮といっ

た課題への対応の必要性が今まで以上に求められています。

このため、当センターは中小企業支援の中核的機関として、中小企業の直面する様々な経営

課題の解決に向けたワンストップサービスを徹底することにより、中小企業の経営革新、新事

業展開へ向けた取組を強力に支援しています。

平成２２年度は 「モノづくりセンター」において、試験研究機関や県内大学、他の支援機、

関等との緊密な連携をとりながら、県内企業への直接訪問や窓口相談を行い、企業がかかえる

課題や問題の解決にあたりました。企業ニーズの高い技術向上の課題に対しては、戦略的基盤

技術高度化支援事業を中心に企業の技術強化を推進しました。また、新工法・新技術展示会や

広域商談会の開催により販路開拓を推進し、デザイン事業部でも、オリベ想創塾推進事業でデ

ザインを軸として新製品の開発を支援するとともに、ＭＩＪＰ（メイド・イン・ジャパン・プ

ロジェクト）との連携事業では、東京において県産品のテストマーケティングの場を設けるな

ど、販路開拓に注力しました。

「地域産業支援センター」では、地域活性化ファンドや農商工連携ファンドなど基金を活用

した助成金、起業の支援、設備導入等の資金支援、グローバル化に対応した海外ビジネス個別

相談や海外人材育成、景況調査をはじめとする調査研究を行うとともに、環境問題に対応する

「グリーンビジネス創出プロジェクト」や県内産品の海外市場展開の契機を提供する「エクス

ポート・ギフ２１戦略事業」を推進しました。

「人材チャレンジセンター」においては、雇用情勢が一段と厳しい状況に陥る中で、若年失

業者やニート・フリーター、労働意欲はあっても就業に結びつかない中高年齢層、再就職を目

指す女性をなど、年齢に関わりなく正規採用を望む求職者の就業活動支援の拠点として、就業

相談、就活セミナー、求人情報の提供等のサービスを展開し、ミスマッチにより人材確保に悩

む中小企業の雇用を支援しました。
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法人法人法人法人のののの概況概況概況概況ⅠⅠⅠⅠ

昭和４５年４月１日 （財団法人岐阜県中小企業設備貸与公社設立）１１１１ 設立年月日設立年月日設立年月日設立年月日
昭和４７年４月１日 （財団法人岐阜県下請企業振興協会設立）（（（（沿 革沿 革沿 革沿 革））））
昭和４９年４月１日 （財団法人岐阜県シンクタンク設立）
昭和５２年４月１日 （財団法人岐阜県中小企業設備貸与公社と財団法人岐

阜県下請企業振興協会を統合し、財団法人岐阜県中
小企業振興公社に改組）

平成 ７年４月１日 （財団法人岐阜県シンクタンクの名称を財団法人岐阜
県産業経済研究センターに変更）

平成１２年４月１日 （財団法人岐阜県中小企業振興公社と財団法人岐阜県
産業経済研究センターを統合し、財団法人岐阜県産
業経済振興センターとして発足）

平成１６年４月１日 （人材チャレンジセンター部門を新設）
平成２０年４月１日 （モノづくりセンターの設置、財団法人岐阜県産業デ

ザインセンターをデザインセンター部門として統合）

２２２２ 目的目的目的目的
当センターは、岐阜県の産業経済に関する調査及び研究を実施するとともに、中小企業

に必要な情報事業を総合的に行い、創業及び経営基盤の強化、経営の合理化・安定化、新
産業の育成その他中小企業の経営環境を改善するための事業の推進を図り、もって岐阜県
の産業経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

３３３３ 事業内容事業内容事業内容事業内容
① 産業経済に関する調査及び研究の実施
② 中小企業に対する情報の収集及び提供並びに中小企業の情報化の促進及び支援
③ 中小企業の創業及び経営基盤の強化の促進並びに経営の合理化・安定化の促進に関す

る事業
④ 新産業の育成に関する事業
⑤ 中小商業の活性化に関する事業、中小企業の振興に関する事業その他地域経済の活性

化に関する事業
⑥ 求職者（若者・中高年齢者）の人材育成、就職支援に関する事業
⑦ 特定鉱害復旧に関する事業
⑧ 環境に配慮した企業活動の促進に関する事業
⑨ 産業の振興、地域振興等のためのイベントの実施並びに支援に関する事業
⑩ デザインを軸とする地場産業企業の新商品開発及び販売促進支援並びに企業内人材の

育成に関する事業
⑪ その他この法人の目的達成に必要な事業

４４４４ 所管官庁所管官庁所管官庁所管官庁にににに関関関関するするするする事項事項事項事項
岐阜県商工労働部商工政策課

５５５５ 会員会員会員会員のののの状況状況状況状況

種 類 当期末 前期末比増減
法人７４名 －５名

賛助会員
個人３９名 －４名

合 計 １１３名 －９名

６６６６ 主主主主たるたるたるたる事務所事務所事務所事務所のののの状況状況状況状況
主たる事務所：岐阜市薮田南五丁目１４番５３号 県民ふれあい会館１０階
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平成２３年３月３１日現在７７７７ 役員等役員等役員等役員等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項

役 職 氏 名 ･ 担 当 職 務 ・ 現 職常勤 非常勤の別

理 事 長 豊 田 良 則 常 勤

専務理事 三 好 忠 博 常 勤

理 事 篠 田 徹 非常勤 岐阜県議会議員

理 事 高 木 貴 行 非常勤 岐阜県議会議員

理 事 石 川 道 政 非常勤 岐阜県市長会会長

理 事 赤 塚 新 吾 非常勤 岐阜県町村会会長

理 事 堀 江 博 海 非常勤 岐阜県商工会議所連合会会長

理 事 岩 田 義 文 非常勤 (社)岐阜県経営者協会会長

理 事 遠 藤 宏 治 非常勤 (社)岐阜県経済同友会筆頭代表幹事

理 事 若 林 一 非常勤 岐阜県商工会連合会会長

理 事 辻 正 非常勤 岐阜県中小企業団体中央会会長

理 事 森 賢 二 非常勤 岐阜県商店街振興組合連合会理事長

理 事 高 田 勝 之 非常勤 日本労働組合総連合会岐阜県連合会副会長

理 事 髙 田 幸 三 非常勤 岐阜県信用保証協会理事長

理 事 岡 田 忠 敏 非常勤 岐阜県農業協同組合中央会会長

理 事 牛 込 進 非常勤 (社)岐阜県工業会会長

理 事 杉 山 幹 夫 非常勤 (株)岐阜新聞社代表取締役会長

理 事 谷 田 育 子 非常勤 岐阜県異業種グループ交流推進協議会（ＷＩＮＧ）会長

理 事 岡 本 知 彦 非常勤 岐阜県機械金属協会会長

理 事 松 原 一 廣 非常勤 岐阜県繊維協会副会長

理 事 北 村 正 敏 非常勤 岐阜県刃物産業連合会会長

理 事 澤 村 温 也 非常勤 岐阜県紙業連合会会長

理 事 宮 川 憲太郎 非常勤 岐阜県陶磁器産業連盟副会長

理 事 児 玉 栄 一 非常勤 岐阜県プラスチック工業組合理事長

理 事 北 野 茂 樹 非常勤 岐阜県食品産業協議会会長

理 事 北 村 斉 非常勤 協同組合飛騨木工連合会理事長

理 事 神 山 公 一 非常勤 （一般社）ワールドオリベデザインフォーラム会長

理 事 森 本 博 昭 非常勤 岐阜大学産学官融合本部長

理 事 福 井 辰 己 常 勤 地域産業支援センター長兼務

理 事 砂 田 博 常 勤 モノづくりセンター長兼務

理 事 牧 野 満 常 勤 戦略企画本部長兼務

理 事 野 田 豊 常 勤 人材チャレンジセンター長兼務

監 事 福 丸 伸 一 非常勤 (株)商工組合中央金庫岐阜支店長

監 事 阿 部 成 非常勤 (株)日本政策金融公庫岐阜支店長兼国民生活事業統括

平成２３年３月３１日現在８８８８ 職員職員職員職員にににに関関関関するするするする事項事項事項事項

常 勤 非常勤 総 計
職員数 前期末 職員数 前期末 前 期 末

比増減 比増減 比 増 減

男 性 ４２名 －４名 ３５名 －１０名 ７７名 －１４名

女 性 ６名 －２名 １９名 －７名 ２５名 －９名

合 計 ４８名 －６名 ５４名 －１７名 １０２名 －２３名
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事業事業事業事業のののの状況状況状況状況ⅡⅡⅡⅡ

１１１１））））事業事業事業事業のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

１１１１‐‐‐‐１１１１ モノモノモノモノづくりづくりづくりづくりセンターセンターセンターセンター事業事業事業事業((((事業推進部事業推進部事業推進部事業推進部))))

（１）モノづくりコーディネーター設置事業

モノづくりセンターにコーディネーター１８名を設置し、産業支援機関や試験研究機

関等と連携を図りながら、研究開発から商品開発、販売・販路開拓まで総合的に支援し

ました。

・企業等相談件数：２，２７０件 （うち、出張相談件数：１，８２１件）

（２）アドバイザー派遣事業

中小企業の抱える諸問題（経営・技術・ＩＴ等）の解決を図るため、民間の専門家を

企業に派遣し、適切な診断・助言を実施しました。

・派遣企業数（延べ ：８１社 ・派遣回数（延べ） ：３５３回）

（３）事業可能性評価委員会事業

県内中小企業の要請に応じ、その事業の有望性、技術の先進性など多様な側面から事

業化の可能性を審査・評価するとともに、継続的な支援を行い、新事業展開・新製品開

発を促進しました。

・第１回事業可能性評価委員会

開催日：平成２２年１１月２６日（金）

評価申請企業数：１０社 Ａ評価（事業可能性大）企業数：７社

・事業可能性評価企業情報交換会

開催日：平成２３年３月１１日（金）

参加者：平成１４年度～平成２２年度評価認定企業２６社

（４）支援体制整備事業

事業を円滑に行うため、民間専門家、関係団体などとの連携体制の整備や支援体制の

ＰＲ、啓蒙普及活動を行いました。

・専門家の登録数：２０４名

県内中小企業者の創業・経営革新支援等に関係する機関との積極的かつ効果的な連携

を図るため、会議を開催しました。

・ モノづくり」産業支援機関連携会議「

第１回 開 催 日：平成２２年７月１３日（火）

参 加 者： １３機関１８名

（５）セールスレップコーディネート事業

営業力の弱い中小・小規模企業の販路拡大を図るため、セールスレップ活用を推進す

るためのセミナーを開催すると共に、希望企業に対してマーケティング企画のブラッシ

ュアップやセールスレップとのマッチングを実施しました。

・販路開拓支援セミナー

（開催日） 平成２２年６月２１日（月）

（開催場所）県民ふれあい会館 展望レセプションルーム （参加者）７４名

・第１回：商談会参加企業 ６社 → マッチング会参加企業 ２社

・第２回：商談会参加企業 ５社 → マッチング会参加企業 １社

（６）地域中小企業知的財産戦略支援事業

中小企業の経営戦略の一環としての知的財産の戦略的活用を促進するため、戦略策定

等を実施する県内企業に対して、知的財産専門家を派遣し支援しました。

・支援企業 ６社 ・専門家延べ派遣回数 ７０回

（７）戦略的基盤技術高度化支援事業
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県内中小企業及び大学・試験研究機関が共同で行っている下記研究開発案件の管理法

人として、研究開発の運営・管理を行いました。

①「高硬度ハイテンションボルトの精密転造加工を可能とする平ダイス製造技術の開発」

（実施期間：平成20年度～22年度）

ボルト素材の軽量化・ダウンサイズ化にともなう高強度化および品質向上を図るた

め、高硬度材料を用いた、ハイテンションボルトを製造する転造ダイス製造技術の研

究開発を実施しました。

②「割型構造のボルトレス締結方式によるプレス金型製造技術の確立」

（実施期間：平成20年度～22年度）

金属部材のプレス加工工程における型交換や金型メンテナンス等の時間短縮を図る

ためキー構造によるボルトレス締結プレス金型の製造技術研究開発を実施しました。

③「多品種小ロット生産に対応した多層ブロー成形を効率的に行えるハイブリッド構造

のダイヘッドの開発」

（実施期間：平成21年度～23年度）

ブロー成形品の高付加価値化・加工費用減に対応するため、多層ブロー成形に使用

されるダイヘッドの小型軽量化と省エネ型押出機の開発によって、多層ブロー成形の

高効率かつ高品質、低コスト化の研究開発を実施しています。

④「熱可塑性樹脂と熱硬化性樹脂のハイサイクル三層成形を可能とする複合金型の研究

開発」

（実施期間：平成21年度～23年度）

プラスチック成形品の高付加価値化・低コスト化に対応するため、射出成形におい

て同一成形システム内で熱特性が相反する熱可塑性樹脂（２材）と熱硬化性樹脂（１

材）の計３材の成形を可能とする成形金型システムの研究開発を実施しています。

⑤「機械設備類の省力化・小型化を可能とする複動ダイセットを用いたバリなし鍛造によ

る複雑形状部材の低コスト量産化技術の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

自動車部品の低コスト化に対応するため、熱間鍛造加工において材料歩留まり95～

100％とするネットシェイプ成形を可能とする熱間高速閉塞鍛造による量産化の開発

により、金型寿命の向上、鍛造用機械の小型化も実現し、従来のものより約30％コス

トを低減を目指し研究開発を実施しています。

⑥「厚板・板鍛造のネットシェイプ成形を可能とするセラミックダイスによるドライ加工

技術の確立」

（実施期間：平成22年度～24年度）

自動車部品のプレス加工では、加工精度を維持しながら短納期化・低コスト化への

対応及び複雑形状及び一体成形が求められている。そのため金型ダイスにセラミック

を用いた無潤滑での厚板鍛造技術の開発を目指し研究開発を実施しています。

⑦「生体適合性材料（チタン合金）のマイクロフォージングによる鍛流線で刃先を強化た

た医療用メスの開発」

（実施期間：平成22年度～24年度）

医療器具製造において、鍛造加工により最終に近い形状をつくり、表面処理技術と

あわせて鍛流線を刃先に生かすことでチタン合金などの材質であっても鋭利な刃先の

強度を上げることができるような、手術の低侵襲化を実現する医療用メスマイクロフ

ォージング技術開発を目指して研究開発を実施しています。

⑧「超寿命化と適材適所の機能付与を目指す次世代金型製造技術の開発」

（実施期間：平成22年度～24年度）

金型の低コスト化（超寿命化：従来比10倍 ・省資源化に対応するため、放電表面）
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処理加工と超精密研削加工を組み合わせることにより、金型部品には不可欠な靱性・

硬度・耐摩耗性・耐腐食性等に優れる高機能・高付加価値金型重要機能部品加工の研

究開発を行っています。

⑨「セラミックスシート（チップ抵抗器基板）への微小ピッチ、極微細孔の精密打ち抜

き金型の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

従来の製品比で面積：１/３、穴面積：１/４、連結穴数：３倍等々といったダウン

サイジングニーズに対応したＩＴ機器には欠かせないチップ抵抗器用基板の量産工法

として、微小ピッチ、極微細孔の精密打ち抜き金型の研究開発を実施しています。

⑩「スパッタ成膜用低酸素含有不純物共添加酸化亜鉛系粉末製造技術の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

高温、多湿使用環境下において高い安定性を有する低抵抗率酸化亜鉛系透明導電膜

のスパッタ成膜技術を確立し、ターゲット製造に最適な酸素含有量の低い不純物共添

加酸化亜鉛系粉末の製造技術開発を実施しています。

⑪「ホットプレス法によりＣＦＲＰ製三次元大型形状品の高精度、高効率成形を可能とす

る、低熱歪み金型の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

航空機部品を中心に採用が進んでいるＣＦＲＰ部材の型成形における高精度・複雑

形状化に対応するため、高精度、高効率金型成形（低膨張合金）の適正溶接方法等の

技術開発を実施しています。

⑫「航空機部材の耐摩耗性・耐食性を向上するHVOF溶射を用いた高効率なWC皮膜処理技術

の確立」

（実施期間：平成22年度～23年度）

航空機部品に適用する新たな溶射技術を開発、工程削減を図りつつ、安定した皮膜

形成技術及び品質の向上、低コスト化を同時に実現するための研究開発を実施してい

ます。

⑬「航空機部品の薄肉軽量化及び、信頼性向上に対応した振動制御機能を有する高精度高

能率加工技術の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

航空機部品の薄肉化に対応するため、加工上課題となる切削振動に対して、切削工

具及び部品等の振動特性をデータベース化して、自律振動制御機能を備えた高精度高

能率加工技術を開発する。

⑭「難加工材の三次元形状を超精密に創成する丸プレート方式によるプレス金型製造技術

の確立」

（実施期間：平成22年度～23年度）

自動車部品のプレス加工では、加工精度を維持しながら短納期化・低コスト化への

対応及び複雑形状及び一体成形が求められている。この様な環境に対応するため「金

型の自己調芯を可能とする高精度な嵌め合いを具備したシンプルな金型構造」を確立

するための研究開発を実施しています。

⑮「低振動化・温度自律補正機能を有した、超精密加工機械の開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

、 、 、金型部品の加工精度向上のため 加工機械に振動対策 温度対策を施すことにより

加工の形状精度を１μmレベル以下に、表面粗さの精度を将来的に0.1Sレベル以下に

加工することが可能な新たな超精密加工機械を開発しています。

⑯「エンプラを用いた高比剛性部材（熱可塑性樹脂ハニカム）の製造技術開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）
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自動車部品等の軽量化のために採用されている樹脂素材を高強度樹脂にグレードア

ップし、ハニカム構造を採用した製品の連続成形技術の確立を実施しています。

（補完研究：受託事業期間を終了し補完的に継続研究を行っている案件）

①「新素材（炭素繊維）に対応した切削加工技術の開発」

航空機機体材料として活用される「炭素繊維複合材料（CFRP 」の高効率、高精度）

加工技術確立のため、加工機械、工具、加工条件の研究開発を実施しました。

、 、 （ 、 、 ）その結果 航空機機体材料として採用されるための 目標値 精度 加工長 穴数

を達成するとともに、CFRP加工にかかる加工機械、集塵技術、工具開発等の周辺技術

の高度化を図ることができました。また、航空機以外にも今後自動車や産業機械部材

用として採用されることが期待されています。

②「三次元形状の歯車加工技術の開発」

動力伝達効率が高く、マスターギヤーレベルの高精度非単純形状歯車加工技術開発

のため、加工技術及び機上計測技術の開発を実施しました。

③「高精度金型製造技術の開発」

金型製造工程における仕上げ加工削減並びに成形工程の成形プロセス及び固化プロ

セスの短縮化等、技術開発により高精度・低コストの金型製造技術の開発を実施しま

した。

④「難切削金属材料に対応した切削加工技術の開発」

航空機機体材料として活用される「炭素繊維複合材料（CFRP 」の成型用金型等に）

用いられる難削材（インバー材及びチタン材）の加工に係る適正工具の開発並びに高

速切削加工技術の確立と、インバー材の溶接技術の確立に係る研究開発を実施しまし

た。

⑤「多面拘束型ピン方式による高精度位置決め技術の開発」

工作機械での部品加工の高精度化に対応するため、位置決めに使用されるピン／ブ

ッシュに関し、弾性変形を活用することにより密着性を高めた、多面拘束型ピン方式

による高精度位置決め技術を実施しました。

⑥「コンパクトで高性能な減速機の研究開発」

自動車シートの角度調整機構として組み込まれている差動遊動歯車方式の耐久性、

安定性、快適性を高めるため、新しい減速機構開発を実施しました。

⑦「環境に配慮した離型剤不要・長寿命ダイカスト金型の開発」

金属部材の製造プロセスにおけるコスト抑制のため、また環境にも配慮した、離型

剤を使用する必要が無い長寿命なダイカスト用金型の開発、また離型剤レスのダイカ

スト製造法の確立を実施しました。

⑧「ジャガードモケット織物の高感性化・省力化生産技術の開発」

デザイン性の高いモケット織物を市場に受け入れられるコストで生産するため、電

子タグを用いてパイル糸のボビン1本1本の管理を実現する生産システムを開発し、デ

ザイン性の高いモケット織物を効率的に生産する技術開発を実施しました。

（８）地域イノベーション創出研究開発事業

産学官で研究体を組織し、最先端の技術シーズをもとに新製品開発を目指す実用化技

術の研究開発を支援し、新産業・新事業の創出と地域経済の活性化を目指しました。

①「高熱伝導新素材ＣＭＡＣの生成およびダイカスト成形法の開発」

（実施期間：平成21年度～22年度）

高熱伝導性をもつ炭素繊維とアルミ合金との複合材料ＣＭＡＣの生成法、及び、

量産面・生産コスト面で優れたダイカスト技術を応用した成形法の技術開発を実施

しました。本技術は、地上輸送機器や情報家電への適用が期待されます。
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②「大型・厚板ＣＦＲＰ部材の革新的簡易ＲＴＭ成形技術の研究開発」

（実施期間：平成22年度～23年度）

大型かつ厚板のＣＦＲＰ構造部材を油圧プレスやオートクレープなどの高価な加

圧設備を使用することなく、低コストで高品位に製造可能な革新的簡易ＲＴＭ成形

技術を開発する研究を実施しています。本技術は、航空機用部材等への適用が期待

されます。

（９ 「ムダ取り」推進事業）

モデル企業として採択された６社が実施するコンサルや専門家の支援による「カイゼ

ン」活動に対して助成するとともに、各企業の活動内容に関する発表会を開催し、企業

間の情報交換とともに、連携推進を図りました。

また 「カイゼン」活動に関心がある県内中小企業者を対象に、カイゼンの基礎知識、

や導入方法習得のために、セミナーを開催しました。

・助成金事業 交付決定企業 ５社

・ ムダ取り」推進事業活動発表会「

（開 催 日）平成２２年４月２６日(月)

（開催場所）県民ふれあい会館 14階ﾚｾﾌﾟｼｮﾝﾙｰﾑ（参加者）６７名

・カイゼン推進研修会

第１回

（開 催 日）平成２２年７月９日(金)～７月３０日(金)のうち５日

（開催場所）大垣市情報工房 ５階 セミナー室 （参加者）３４名（7/9）

第２回

（開 催 日）平成２３年１月２１日(金)～２月４日(金)のうち５日

（ ） （ ） （ ）開催場所 岐阜県可児工業団地協同組合会館 大会議室 参加者 １６名 1/21

（10）中小企業応援センター事業

経済産業省委託事業として、中小企業の日常的な経営支援に取り組む支援機関の経営

支援能力を補完・強化するため、その後方支援機関の中小企業応援センターを整備。応

援コーディネーター８名を配置して、地域内外の支援機関等と連携し、各種施策を有効

活用しながら県内の中小企業ニーズに応じて、経営革新や新連携、地域資源活用、農商

工連携、創業、事業再生、事業承継等の支援を行いました。

・相談件数 １，２３７件

・応援専門家派遣 ５２９件

・施策活用 １１４件

・セミナー参加 ４０２名

（11）地場産業振興事業

岐阜県内の地場産業の育成と振興を図るため、食品ビジネス支援、次世代産業セミ

ナーの開催及び韓国陶磁器ニーズ調査等を行いました。

・食品ビジネス支援プロジェクト １回

・次世代産業セミナー ３回

・韓国陶磁器ニーズ調査 １回

・瑞浪プロジェクト（陶磁器産業振興） ３回

（12）ビジネスプラン発表会開催事業

中部圏の投資家や融資関係者等を対象として、愛知県、岐阜県及び三重県内の中小・

、 、 、ベンチャー企業の事業のＰＲを通じて資金調達 技術提携 販路開拓等の足がかりとし

新事業の育成を図るための発表会を実施しました。

・ビジネスプラン発表会ｉｎなごや２０１１

（開催日）平成２３年３月４日(金)



- 9 -

（開催場所）愛知県産業労働センター（ウインクあいち）１１階

（内容）ビジネスプラン発表会（発表企業数：１２社）

個別展示・商談・資料コーナー

（参加者数）１３７名

（13）取引あっせんネットワーク事業

県内企業の受注拡大を図るため、当センターホームページで「受発注あっせん情報」

、 。を発信することにより 発注企業と中小企業の製品情報等のマッチングを支援しました

（14）企業情報等収集提供事業

県内外の発注企業へ常時訪問し、発注計画を調査して発注開拓を行うとともに、その

情報を「産経センターメールマガジン・インターネット等」を通じて県内中小企業に提

供しました。

平成２２年度 取引あっせん事業実績

項 目 実 績 数 項 目 実 績 数

登録企業数 発注企業 3企業 発注開拓実態調査 回収 112社

（22年度） 受注企業 22企業 （2月18日 (回収率 22.4%)

登録企業数 発注企業 1,472企業 500社へ発送 ・発注有り 45社）

（累 計） 受注企業 3,041企業

登録総数 計 4,513企業

あっせん件数 1,175件

成立件数 95件

成立当初受注金額 59,039千円

①発注企業情報収集

専門調査員が企業訪問を常時行って、受発注の情報を収集し、その情報を県内中小

企業に提供しました。

・設置専門員 １名 ・企業訪問件数 １７２件

②発注開拓推進

関東から関西一円の発注企業に対し、発注内容の実態調査を行い、発注有りとする

企業を訪問して発注品の確保を図ると共に、県内企業に対してあっせん紹介を行いま

した。

③情報提供

産経センターメールマガジン、インターネット等を通じて受注・発注希望企業の情

報及び講習会・講演会開催等の情報を提供するとともに、中小企業の振興に関する制

度等の普及を図りました。

（15）商談会等開催事業

①「マッチングフェアinなごや2010」

中小企業の広域的な受注機会の増大と新規取引先の開拓を支援するため、県内外か

ら発注企業を迎え三県（愛知、岐阜、三重）合同の広域商談会を開催しました。

・開 催 日 平成２２年９月１０日 （金）

開催場所 愛知県産業労働センター

発注企業 １０３社 受注企業 ３８１社

商談件数 １，０３６件

②「ビジネス商談会inぎふ2011」

県内企業の受注量確保のため、発注企業と受注企業が個別面談する商談会を開催し

ました。

・開 催 日 平成２３年２月１４日（月）
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開催場所 じゅうろくプラザ

発注企業 ２３社 受注企業 ７６社

商談件数 １２６件

③「マッチングキャラバン」

県内中小企業を業種別等のグループに編成し、首都圏等の発注企業へアピールする

場を提供しました。

・三菱重工業㈱へ豊友工業㈱ほか９社と訪問

・ハマプロト㈱（小島プレス工業㈱系）へ日電精密工業㈱と訪問

(16)オープン・イノベーション促進事業

新商品開発（オープン・イノベーション）や異業種を含めた企業連携による新分野進出

を支援するために次世代分野（自動車、航空機）の研究会・セミナーを開催しました。

また、県内中小企業の研究成果を発表する新技術・新工法の展示会を開催しました。

①「次世代自動車関連分野」

・金属プレス技術講座 全５回 参加企業数：１４社

②「航空機分野」

・ＣＦＲＰ最新動向セミナー 参 加人 数 ：８１名

・ＣＦＲＰ研究会 全４回 参加企業数： ４社

③「岐阜県新技術・新工法展示会」

・三菱電機㈱名古屋製作所 (12/13、12/14) 出展企業：１９社 来場者３９１名

・トヨタ自動車㈱ (1/27、1/28) (財)三重県産業支援センター共催

出展企業：岐阜県２８社、三重県２３社、来場者１，７２９名

（17）下請かけこみ寺相談事業

「下請かけこみ寺」相談窓口を設置し、企業間取引に関する相談業務・ガイドライン

啓発業務を行いました。

・相談件数 ５６件

・下請適正取引ガイドライン説明会

２回開催（11/9、11/18） 参加者：４３名

（18）地場産業販売力強化人材育成事業 緊急雇用対策事業

、 、求職者の就職促進と地場産業の販路拡大 取引拡大に向けた販売力強化を目的として

求職者２名に対しＯＪＴとＯff－JTを実施し、地場産品の販売力を強化できる人材の育

成を行いました。

１１１１－－－－２２２２ モノモノモノモノづくりづくりづくりづくりセンターセンターセンターセンター事業事業事業事業((((デザインデザインデザインデザイン事業部事業部事業部事業部))))

（１）新商品開発支援事業

実践的なワークショップ形式で商品開発のプロセスを習得する「商品開発プロセス実

践講座」と、新商品開発を通じ人材・ブランド育成を実践的に支援する「オリベ想創塾

事業」により、企業の商品開発力の向上支援を行いました。

＜商品開発プロセス実践講座＞

テーマ： ヒット商品を創造する『商品企画七つ道具 」「 』

開催日：平成２３年１月９日（日）～３月６日（日）のうち５日間

参加者：１６名

＜オリベ想創塾事業＞



- 11 -

各企業と個別にプロジェクトチームを結成して、マーケットインの視点に立った商品

の企画（入口）からデザイン開発、流通プロモーション（出口）までの一連のステップ

をトータルに捉えた実践的な「モノづくり講座」を実施しました。また、企業のオリジ

ナル商品を開発するとともに、こうした実践的な活動を通して、企業内人材の能力開発

や人材育成を行いました。

①市場ニーズに即した商品開発支援

第一線で活躍するデザイナー等の参画を得て、企業の独自技術を活用しながら、市

場ニーズに即した商品開発を行い、企業ブランドの構築に寄与しました。

②商品企画に関する企業内人材の育成支援

市場分析や商品企画のスキル（経営戦略、顧客ニーズ分析、販路設定、事業計画作

） 、 、成等 を実践的な活動を通して習得することによって 企業内人材の能力開発を促し

企業の継続的な自社ブランドの商品企画に必要な基礎体力を醸成しました。

③産地・地域ブランドの育成支援

統一テーマのもとに、複数企業（産地内の複数企業）が協働して新商品開発・販売

促進活動を行うプロジェクト「産地プロジェクト」を企画運営し、消費者や小売店バ

イヤー等の認知度を高め、産地としてのブランド力向上を推進しました。

＊オリベ想創塾実施実績

・開 催 講 座 ３講座

・参加企業等 １１企業・１産地

・開発支援商品 ２１商品（地酒、刃物、イス）

（２）流通支援事業

都内有力小売店や百貨店などを活用した市場とのコミュニケーションの場の提供や、

流通事業者とのネットワーク構築のサポートを通じ、県内企業の販売促進・販路拡大に

繋がる事業を実施しました。

①メイド・イン・ジャパン・プロジェクト株式会社との連携協定に基づく事業

東京ミッドタウン内のライフスタイルショップ「THE COVER NIPPON」店舗で、常設

の県産品コーナーを設置するとともに、テストマーケティングを実施しました。

また、県内のモノづくり産地や企業を巡る「産業観光ツアー」を実施し、県内企業

の商品開発力向上及び販売促進、ビジネススキル向上、ブランド発信とトータルな支

援を行いました。

ツアー名 日 程 参加者

１ 「飛騨・高山」 ７月３１日～８月１日 ２１

２ 「美濃焼をめぐる、うちわの旅」 ９月１８日～ １９日 ２０

３ 「美濃和紙の旅」 １１月２７日～ ２９日 ２８

４ 「関、郡上の旅」 ３月１１日～ １２日 １０

・商品開発、流通セミナーの開催

４回開催 参加者：２２６名

②百貨店企画販売展

有力百貨店において、岐阜県のブランドメッセージを発信し、消費者とのコミュニ

ケーション活動を展開するとともに、常設販売へと繋げる活動を実施しました。

（タイトル）かみみの

（実 施 日）平成２２年６月２日（水）～１５（火）日

（場 所）三越名古屋栄本店

（出展企業）美濃和紙産地企業５社・約３００点
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（タイトル）飛騨・美濃 冬じたく

（実 施 日）平成２２年１１月２４日（水）～３０日（火）

（場 所）三越福岡店

（出展企業）２３社・約３５０アイテム

③県内イベント展

県内各機関が実施するイベントに参加し、県民に地産地消の重要性を喚起しました

・ＯＲＩＢＥＸ展

（実 施 日）平成２２年７月１６日（金）～１９日（月）

（場 所）セラミックパークＭＩＮＯ

（出展企業）８社 （来場者数）約５，０００名

・高山秋の産業文化フェスティバル

（実 施 日）平成２２年１０月２９日（金）～３１日（日）

（場 所）飛騨・世界文化センター

（出展事業）３社 （来場者数）約３，０００名

④岐阜県物産展

インターネットショッピングモールサイトである楽天市場において、Ｗｅｂ物産展

「岐阜県いいもの祭り」を開催し、地域のイメージアップ、県産品・農産物等のプロ

モーションを実施しました。

(実施期間）平成２２年６月１８日（金）～７月２０日（火）

（出展店舗）３６店舗

２２２２ 地域産業支援地域産業支援地域産業支援地域産業支援センターセンターセンターセンター事業事業事業事業

（１）地域活性化ファンド支援事業

基金「岐阜県地域活性化ファンド」の運用益を用いて、地域資源を活用した創業・経

営革新につながる多様な取組に対して助成しました。

・助成件数 ５３件 助成金総額 ８８，６４０千円

（２）農商工連携ファンド支援事業

中小企業者と農林漁業者の連携（農林水産業と商業・工業等の産業間の連携）を強化

、 、し 互いの経営資源の活用による創意工夫を凝らした新商品・新役務の開発等を支援し

地域経済の活性化につながる多様な取組に対して助成しました。

・助成件数 ４件 助成金総額 ５，０８６千円

（３）ひだ・みのじまん振興事業

基金「岐阜県ひだ・みのじまん振興基金」の運用益を用いて、県、市町村が参画する

実行委員会等が行う産業文化振興、地域活性化のための事業に対して助成しました。

・助成件数 １８件 助成金総額 １４，００２千円

（４）特定鉱害復旧事業

亜炭採掘に起因する地盤沈下等によって生じた被害から原状を回復するため、対象市

町が実施する特定鉱害復旧事業に対して助成しました。

・対象地域 中津川市、瑞浪市、可児市及び御嵩町

・助成金の交付 中津川市 ４件、可児市 １件、御嵩町 ２件

（５）ぎふ起業家育成塾開催事業
当塾の修了生を対象とした現況報告会及び研修会を開催し、開業後の経営課題等につ

いてのフォローアップを行いました。



- 13 -

・現況報告会 １１月１３日 参加者：６名

・研修会 １１月２７日 受講者：９名、１２月４日 受講者９名

（６）海外取引促進事業

企業の国際的な事業展開を支援するため、コンサルティング、情報収集、海外マーケ

ット調査を行い、企業ニーズにあった取引支援を推進しました。

①コンサルティング事業

輸出入取引、技術提携、海外への進出等を推進する企業を支援するため、個々のニ

ーズに応じたコンサルティングを行いました。

企業及び関係機関訪問等を通じて企業ニーズの把握、日々変化する市場情報・各種

情報を収集し提供しました。

・中国ビジネス個別相談会：５０件（相談会：７回）

（実施日：5/12, 6/1.2,8/3.4,8/31.9/1 10/6,12/15.16,2/2）

・アセアンビジネス個別相談会：２５件（相談会：６回）

（実施日：5/20,7/15,9/16,11/18,1/20,2/17）

・コンサルティング（往訪 ：６件）

・コンサルティング（来訪等 ：６件）

・企業関係機関訪問：１３件

②セミナー・ワークショップ

海外市場動向や企業ニーズに応じたワークショップを実施し、最新の海外市場や投

資環境等に関する情報提供を行いました。

・中国経済セミナー：8/30(参加者：114名）

・中国・ビジネスワークショップ：12/15（参加者：40名）

・アセアン・ビジネスワークショップ：1/19(参加者：23名)

（７）海外ビジネス人材養成事業

経済のグローバル化･ボーダレス化への県内企業の対応力強化を支援するため、海外

取引に必要な一連の知識や制度を習得する研修等を実施し、県内企業の海外ビジネスに

対応できる人材の育成を支援しました。

・第１回 輸出入船積実務（基礎編 ： 6/2.4 （27名））

・第２回 輸出入船積実務（基礎編 ： 9/8.10 （27名））

・第３回 輸出入船積実務（基礎編 ： 1/18.20 (23名)）

（８）調査研究事業

県内企業の振興を図るため、情報化、国際化、技術革新など技術や経営環境の変化に

対応する諸課題について、中小企業の目線に立った具体的で実効性の高い調査研究を行

いました。

①技術や経営環境の諸課題に関する調査研究

その成果を普及し産業の活性化を図るため、県内企業が抱える諸課題について調査

研究を行い、その結果を記者発表及びセンターＨＰに掲載しました。

・経営に関するミニレポート（陶磁器）

・観光に関するレポート

②地場産業情報の収集・提供に関する調査研究

、 。県内地場産業の基礎的な情報を定期的に収集・整理し 随時情報提供を行いました

・調査対象業種 アパレル、木工、紙、プラスチック、陶磁器、刃物、機械、観光

・企業等ヒアリング件数 １６７件

③景況調査

県内中小企業１，０００社に対し、四半期ごとにアンケート調査を実施し、県内の
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景気動向の現状と見通しについて調査し、報告書を関係企業・団体、行政機関等に配

布しました。

・報告書 各８００部

（９）グリーンビジネス創出プロジェクト事業 地域活性化・生活対策事業

今後市場拡大が見込まれるグリーンビジネスを振興し、新たな産業として育成するこ

とにより、県内雇用の創出を図るとともに、県民の環境意識の高揚と温室効果ガスの削

減を目指しています。

（10）エクスポート・ギフ２１戦略事業 地域活性化・生活対策事業

地場産品、農産物及び林産物の市場開拓や販路開拓を目的とした海外マーケティング

調査を実施し、今後のターゲットとなる市場を絞り込むと同時に、それらターゲットと

なる市場での展示会や見本市に出展する等、企業に売り込みの場を提供することで、県

内産業に海外市場展開の契機としました。

３３３３ 人材人材人材人材チャレンジセンターチャレンジセンターチャレンジセンターチャレンジセンター事業事業事業事業

「人材チャレンジセンター（愛称：ジンチャレ！ 」では、年齢に関わりなく、正社員と）

しての就労を望む求職者、特に昨今の厳しい経済情勢、雇用情勢により、離職を余儀なくさ

れた失業者や就職内定率が厳しい状況にある新卒学生等に対する就業支援を関係機関と連携

しながら実施しました。また、人材確保に悩む県内中小企業とのマッチングを促進し、中小

企業の人材確保を支援しました。

ジンチャレ！岐阜（本部・岐阜市）及びジンチャレ！東濃（多治見市）において、中高年

齢者を含む全ての求職者に対して、就職相談やセミナー開催等の一貫した就職支援サービス

を提供しました。また、Ｕ・Ｉターン希望者の県内就職を促進するための相談会や合同企業

説明会等を開催しました。

○月別・圏域別利用者数

岐 阜 西 濃 中 濃 東 濃 飛 騨 県 外 計
４月 4,361 0 2 515 13 4 4,895
５月 3,812 0 0 554 11 3 4,380
６月 4,091 0 3 595 18 0 4,707
７月 3,690 0 0 481 8 0 4,179
８月 3,982 0 120 392 63 60 4,617
９月 3,783 14 0 466 15 37 4,315

１０月 3,428 0 22 392 17 0 3,859
１１月 2,945 38 46 495 5 0 3,529
１２月 3,346 0 1 361 3 6 3,717
１月 2,731 0 52 377 8 95 3,263
２月 3,225 26 0 502 6 53 3,812
３月 3,972 0 4 617 5 17 4,615

合 計 43,366 78 250 5,747 172 275 49,888

①地域別合同企業説明会

地元企業と地元求職者との合同企業説明会を県内５地域で実施しました。

開催日 開 催 地 域 等 企 業 参加者

４月 ２日 飛騨地域（高山市 ） ３２ ９５）

４月３０日 飛騨地域（高山市） ３３ ２０７

５月 ８日 東濃地域（多治見市） ９ ６６

６月 ５日 東濃地域（多治見市） １０ ５０

７月 ２日 岐阜地域（岐阜市） １１ ６４
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８月２８日 中濃地域（可児市） １１ １１８

１１月２６日 西濃地域 (大垣市) ８ ３８

計 ７回 １１４ ６３８

②Ｕ・Ｉターン対策の推進

県外へ就職・進学している方を対象に、就職相談、県内求人情報の提供などの相談

会や県内企業と県内出身学生との合同企業説明会を開催しました。

・Ｕ・Ｉターン就・転職相談会（名古屋２回・東京１回）３回 参加者：１４７人

・他大学でのＵ・Ｉターン促進セミナー

京都産業大学、愛知大学、早稲田大学 ３校 参加者：４８

・他県大学での学内合同企業説明会

開催日 開 催 場 所 企 業 参加者

４月２６日 立命館大学 ６ ２２

５月１３日 長浜バイオ大学 １ ６

２月 ３日 大同工業大学 １１ ２５

２月２８日 愛知工業大学 ３２ ３８

３月 ２日 金沢工業大学 ５ １７

計 ５校 ５５ １０８

③就職活動セミナー

就職活動のための準備、自己アピールの方法、書類の書き方、面接への臨み方、コ

ミュニケーション力アップ等の就職活動に役立つ各種セミナーを実施しました。

岐阜・東濃・中津川の３ヶ所で開催 ２０３回 参加者：２，０６４人

④臨床心理士相談

臨床心理士による個別相談（月３回 ：利用者１３６人）

⑤市町村への出張相談サービス

高山市（毎週水曜日 、関市（毎月第２水曜日）において実施：参加者１３５人）

⑥外国人向け相談窓口の設置（毎週２回開催 ポルトガル語通訳 ））

日系ブラジル人などの利用者数 １５人

（１）若年者地域連携事業（国[厚生労働省]受託事業）

若年失業者やフリーター等の若者を対象に、安定した雇用に結びつけるための合同企

業説明会の開催や早期離職を防止することを目的とする定着支援セミナー、職業人講話

等を実施しました。

①合同企業説明会

学生、若年求職者を対象とした合同企業説明会の開催、他団体が主催する「就職ガ

イダンス」等においての就職相談や職業興味検査等を実施しました。

・しごと発見フェア

８月２５日（岐阜市）企業：５２社 参加者：６２９人

１２月１０日（岐阜市）企業：５９社 参加者：８８６人

２月 ９日（東京都）企業：１２社 参加者： ２７人

・就職ガイダンスへの参加

開催日 名 称 等 企 業 参加者

９月 ４日 ギフ就職フェア２０１０ １６ ４３

２月 ７日 岐阜県企業ガイダンス２０１２ ２３ ５２

３月 ７日 岐阜県企業ガイダンス２０１２ ２４ １００

計 ３回 ６３ １９５

②若年労働者のための定着支援セミナー

県内企業の若年労働者（内定者を含む）の職場定着を図るためのセミナーを開催し
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ました。

開催日 開 催 場 所 対 象 参加者

４月１６日 中津川市 新入社員 ４５

９月１５日 美濃加茂市 新入社員 １３

１２月 ７日 揖斐川町 新入社員 ２３

２月 ７日 関市 新入社員 １８

２月２４日 高山市 新入社員 ３３

３月１０日 大垣市 新入社員 １５

３月２３日 恵那市 新入社員 ２７

計 ７回 １７４

③フリーター等に対する職業人講話等

フリーター（主に年長者）等の若者に対し、職業人としての基本的な知識を身につ

けられるよう講話や座談会を開催しました。

開催日 参加者 開催日 参加者

７月１６日 ９ ２月 ３日 ９

８月２３日 １６ ２月１６日 １４

９月１７日 １１ ３月 ４日 ２７

１２月 ８日 ７ ３月１６日 ８

１２月 ９日 ２７

１月２７日 ８ １０回 １３６

④就職内定者支援セミナー

県内高等学校等と連携して、新規高卒等就職内定者に職業人・社会人としての基本

的資質向上、意識づくりを図るセミナーを開催しました。

高校・専門学校・大学等で開催（２１回） 参加者：２，０２８人

⑤企業向け採用支援セミナー

中小企業の採用意欲を喚起し就業機会を確保するため、経営者等を対象にセミナー

を開催しました。

高山市(11/16)、関市(11/19)、大垣市(2/18) ３回 参加者：４３人

（２）ふるさとハローワーク就職支援事業（国[厚生労働省]受託事業）

働く意欲があっても就職になかなか結びつかない中高年齢層や再就職を目指す女性を

対象として、専任カウンセラーによるキャリアカウンセリングの実施及び県内各地域で

セミナー及び企業面談会を開催しました。

①専任カウンセラーによるキャリアカウンセリング等の実施 利用者：２３，４７４人

②中高年向けセミナー

高山市(8/3)、下呂市(8/19)、大垣市(9/14)、岐阜市(9/22) 参加者：６０人

③女性の再就職支援セミナー（託児付き）

美濃加茂市(10/14 20)、関市(11/2 10)、土岐市(2/16 23) 参加者：１０４人

④中高年向け企業面談会 ４回

開催日 開催場所 企業 参加者

７月２２日 岐阜市（ﾐﾆ） ３ ２０

８月３１日 下呂市 ６ ３１

１０月 ６日 岐阜市 ７ ９０

１０月２７日 多治見市（ﾐﾆ） ４ １６

計 ２０ １５７

⑤再就職を目指す女性等向け企業面談会 ２回
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開催日 開催場所 企業 参加者

１１月１７日 関市 ７ ２０

３月 ２日 土岐市 ８ ３２

計 １５ ５２

４４４４ 戦略企画本部事業戦略企画本部事業戦略企画本部事業戦略企画本部事業

（１）中小企業ライブラリー整備運営事業

図書、データーベースなどの市販のメディアを活用し、企業の経営に有用な情報を提

供しました。

区 分 提供(貸出)件数 年度末保有件数

情 報 提 供 企 業 情 報 ４，７８０件 １３，０００社

新聞記事情報 ３６６件 ３２，７８４件

図書等貸出 図 書 ７２２冊 ６，８２１冊

ビ デ オ 等 ９８１件 ３，７３８件

（２）広報事業

産業経済振興センターの事業内容を周知するため、産経センターニュース及びメール

マガジンを発行するとともに、事業案内等を作成し、ＰＲに活用しました。

・産経センターニュース １２回（毎月発行）

・メールマガジン ２５回（定例：各月２回・臨時１回）

（３）情報化基盤整備事業

「情報化基盤整備促進事業」及び「岐阜県情報化基盤整備促進事業」の両基金運用益

を活用し中小企業の情報化を支援する活動を行いました。

（４）賛助会員支援事業

賛助会員を優先する事業を実施することにより、会員企業等の支援の一助とするとと

もに、賛助会員制度の維持拡大を図りました。

（５）岐阜経済交流センター上海事務所運営事業

中国の経済、産業情報等を迅速かつ的確に県民に提供し、経済交流等を活性化するた

め、次の事業を実施しました。

・経済実態調査 中国における市場調査、農産物等の販売促進可能性調査等 １９件

・地元マスコミへの寄稿 岐阜新聞「ふるさとへの便り」等 ６件

・便宜供与 県内企業・市町村への情報提供等 ２９件

・その他 岐阜県ＰＲ、観光客誘致活動等 ５１件

５５５５ 地域活性化地域活性化地域活性化地域活性化・・・・生活対策事業生活対策事業生活対策事業生活対策事業

地域資源の有効活用や低炭素・環境型設備の導入促進などによる地域活性化を進めるため

に創設した地域活性化・生活対策事業基金を活用した事業を実施しました。

（１）グリーンビジネス創出プロジェクト事業 再掲

①グリーンビジネス創出可能性調査

実現性の高いグリーンビジネス創出について、その可能性を検討するとともに、補

助金申請の審査を行いました。

審査調査会 ３回開催

②グリーンビジネス事業化等総合支援補助金
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グリーンビジネスを取り組む事業者に対して補助を実施しました。

・ビジネスモデル支援 ３件採択

・新エネルギー導入等支援 ４件採択

（２）エクスポート・ギフ２１戦略事業

①海外見本市参加支援 再掲

情報収集や市場調査、海外企業との商談、代理店･ビジネスパートナー発掘の場と機

会を提供するため、次の３つの見本市にブースを確保し、県内企業に提供しました。

・FOOD TAIPEI 2010 ３社

・中国国際工業博覧会 ６社

・中国華東輸出入商品交易会 ６社

②海外プロモーション

韓国で観光物産展を開催することにより、富山・岐阜県両県の多様な特産品を韓国

に紹介し、県産品の消費拡大の足掛かりとするとともに、観光DVDの放映やパンフレッ

ト配布などのＰＲを展開、韓国での富山・岐阜の知名度のアップを図りました。

富山県・岐阜県観光物産展（韓国/ソウル） 10/8～28 ３店舗１週間づつ

③セミナー開催事業

中小企業が海外進出、販路拡大を成功するための経営戦略、人材活用について、ア

ドバイスを聴くセミナーを開催しました。

・海外販路開拓・調達セミナー 11/4（参加者：100名）

・中国ビジネスセミナー 2/10（参加者：131名）

④岐阜県農林水産物輸出促進協議会負担金

・農産物の海外市場開拓を展開する協議会への経費負担を行いました。

（ 、 ）⑤森の恵み海外等展開支援補助金 岐阜県木材協同組合連合会 岐阜県森林組合連合会

・林産物の海外市場開拓を展開する森林、木材関係団体への助成を行いました。

再掲６６６６ 緊急雇用対策事業緊急雇用対策事業緊急雇用対策事業緊急雇用対策事業

現下の厳しい雇用情勢の中、緊急雇用対策として、地域の求職者等に対して、臨時的・一

時的な就業の機会を提供するとともに、将来を担う地域の人材を育成する事業を実施しまし

た。

（１）地場産業販売力強化人材育成事業

、 、求職者の就職促進と地場産業の販路拡大 取引拡大に向けた販売力強化を目的として

求職者２名に対しＯＪＴとＯff－JTを実施し、地場産品の販売力を強化できる人材の育

成を行いました。

７７７７ 設備導入事業設備導入事業設備導入事業設備導入事業（（（（特別会計事業特別会計事業特別会計事業特別会計事業））））

（１）導入事業

県内に工場または事業所を有する個人又は会社で、設備の導入資金を銀行その他一般

の金融機関から融通を受けることが困難で、かつ賦払割賦料、リース料の支払いの見込

みが将来性等からみて確実と認められる小規模企業者等に対して援助し経営基盤強化の

支援を行いました。

①計画及び実績 (金額単位：千円)

区 分 計 画 申 請 決 定 決定比率(%)

企業数 金 額 (A) 企業数 金 額 (B) (B/A)×100

設備資金貸付事業 0 0 0 0 0 0.0

小 計 0 0 0 0 0 0.0
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設備貸与事業 割賦事業 200,000 19 235,935 14 136,631.5 57.9

リース事業 200,000 9 118,834.5 5 61,968.5 52.1

小 計 400,000 28 354,769.5 19 198,600 55.9

合 計 400,000 28 354,769.5 19 198,600 55.9

②決定企業の業種別内訳 (金額単位：千円)

区 分 業 種 決 定 合計金額に対す

企業数 金 額 る比率 (%)

資金貸付事業 0 0 0.0

計 0 0 0.0

設備貸与事業 建設業 1 2,625 1.3

製造業 8 75,211 37.9

運輸業 5 80,486 40.5

卸・小売業・飲食店 1 4,042.5 2.0

その他（サービス業等） 4 36,235.5 18.3

計 19 198,600 100.0

合 計 建設業 1 2,625 1.3

製造業 8 75,211 37.9

運輸業 5 80,486 40.5

卸・小売業・飲食店 1 4,042.5 2.0

その他（サービス業等） 4 36,235.5 18.3

計 19 198,600 100.0

③平成２２年度償還金等回収状況 (金額単位：千円)

償還（リース） 未収債権残高 年度末債権に対す
区 分 る未収債権率(%)

企業数 金 額 (A) 企業数 金 額(B) B/(A+B)×100年 度 末 残 高

設備資金貸付事業 54 176,818 435,207 0 0 0.0

小 計 54 176,818 435,207 0 0 0.0

割賦事業 88 267,038 433,812 21 117,788 21.3
設備貸与事業

リース事業 109 234,610 538,794 23 179,041 24.9

小 計 197 501,648 972,606 44 296,829 23.4

県単独 割賦事業 1 484,796 86,059 0 0 0.0
設備貸与事業

リース事業 0 0 0 2 44,207 100.0

小 計 1 484,796 86,059 2 44,207 33.9

合 計 252 1,163,262 1,493,872 46 341,036 18.5

＊割賦事業の未収債権残高は、未収償還金（元金 、未収割賦損料（利息 、未収損害賠） ）

償金（契約解除債権）の合計です。

＊リース事業の未収債権残高は、未収リース料、未収規定損害金（契約解除債権）の合計

額です。なお、未収規定損害金は、設備貸与事業40,481千円、県単独設備貸与事業44,2

07千円です。

（２）指導管理事業

本制度の利用促進を図るため、情報誌等に掲載してＰＲを図るとともに、中小企業が

所有している遊休設備を当センターホームページ及び「産経センターニュース」で公開
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して、紹介・あっせんを実施しました。

また、貸与企業のうち、約定の償還が困難な企業に対して、円滑に償還させるべく当

該企業を訪問して、債権管理、指導を実施しました。

①貸与制度ＰＲ

・商工会議所、商工会向け説明会 ３回

②遊休設備の紹介あっせん １２回

③債権管理企業への訪問 ８１件

④相談、指導 ４５件

８８８８ ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー企業等支援事業企業等支援事業企業等支援事業企業等支援事業（（（（特別会計事業特別会計事業特別会計事業特別会計事業））））

（１）ベンチャー企業支援事業

「ベンチャー投資協働会議」を開催し、各投資事業有限責任組合の無限責任組合員、

県、センターの三者が一体となって投資企業の状況を把握するとともに、支援する方策

等を検討しました （３回開催）。

（２）地域ベンチャーキャピタル支援事業

県内産業に対する投資を拡充し、県産業の活性化、新産業の創出、育成及び雇用の確

保、創出を図るため、平成16年度に設立した投資事業有限責任組合（４組合）に県から

の借入金４億円を出資し、県内に事業所を有し、株式公開を目指す中小・ベンチャー企

業に対する投資による支援を実施しています。

平成２２年度の投資実績はありません。

①投資実績

投資組合数 ４組合

出資金総額（組合全体） ２０億円

産業経済振興センター ４億円うち

事業期間 平成16年12月～26年12月

(1組合は22年7月解散)

投資企業数 １６社

株式公開企業数 １社

倒産・回収不能数 ２社

投資金額 ４．３７億円

組合管理報酬累計額 ３．０１億円

産業経済振興センター ０．５９億円うち

損益累計額 △４．９７億円

産業経済振興センター △１．１０億円うち

組合から産経センターへ ０．４４億円

の組合財産分配済額

H22.12.31決算時点

②組合ごとの内訳

組 合 名／無限責任組合員 ､ｾﾝﾀｰ 損益(ｾﾝﾀｰ )出資金総額（ 内 出資額) 投資企業数 公開企業数 出資分

投資事業有限責任組合岐阜県－十六第2号 6億円(1億円) 7 1

／十六キャピタル㈱

共立ぎふｻｸｾｽﾌｧﾝﾄﾞ投資事業有限責任組合 6億円(1億円) 8 0

／共立キャピタル㈱

、 、ぎふﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞ投資事業有限責任組合 6億円(1億円) 5 0 現在 運用中であり

損益額が確定してい／ぎふしん総合ﾌｧｲﾅﾝｽ㈱
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ないため、合計のみがんばれ岐阜ﾌｧﾝﾄﾞ投資事業有限責任組合 2億円(1億円) 3 0

とする。（H22/7解散）

／ﾁｬﾚﾝｼﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ㈱

千円合 計 20億円(4億円) 23 1 △110,392

※投資・公開企業数は延べ数



（単位：円）

合　　　　計 一般会計
設備導入事業
特　別　会　計

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業等支
援事業特別会計

 外郭団体等不正
資金返還特別会計

内部取引消去

ⅠⅠⅠⅠ　　　　資産資産資産資産のののの部部部部

１　流動資産 2,400,096,943 770,261,153 1,616,458,115 9,686,724 3,690,951 0

２　固定資産 9,789,455,451 8,549,624,986 970,161,534 284,760,091 0 -15,091,160

　（１）基本財産 8,000,000 8,000,000 0 0 0 0

　（２）特定資産 9,001,037,822 8,530,574,905 423,303,690 47,159,227 0 0

　（３）その他の固定資産 780,417,629 11,050,081 546,857,844 237,600,864 0 -15,091,160

資産合計 12,189,552,394 9,319,886,139 2,586,619,649 294,446,815 3,690,951 -15,091,160

0

ⅡⅡⅡⅡ　　　　負債負債負債負債のののの部部部部 0

１　流動負債 644,405,605 555,682,349 87,567,551 0 1,155,705

２　固定負債 9,771,724,333 6,093,203,245 2,633,093,724 1,060,518,524 0 -15,091,160

負債合計 10,416,129,938 6,648,885,594 2,720,661,275 1,060,518,524 1,155,705 -15,091,160

0

ⅢⅢⅢⅢ　　　　正味財産正味財産正味財産正味財産のののの部                 部                 部                 部                 0

指定正味財産          2,342,512,625 2,335,218,485 7,294,140 0 0

　（うち基本財産への充当額） 8,000,000 （      8,000,000） （                  0） （                  0） （                  0）

　（うち特定資産への充当額） 2,327,218,485 （  2,327,218,485） （                  0） （                  0） （                  0）

一般正味財産          -569,090,169 335,782,060 -141,335,766 -766,071,709 2,535,246 0

　（うち基本財産への充当額） 0 （                  0） （                  0） （                  0） （                  0）

　（うち特定資産への充当額） 439,309,266 （    117,698,755） （    274,451,316） （     47,159,195） （                  0）

正味財産合計 1,773,422,456 2,671,000,545 -134,041,626 -766,071,709 2,535,246 0

負債及び正味財産合計 12,189,552,394 9,319,886,139 2,586,619,649 294,446,815 3,690,951 -15,091,160

貸　　借　　対　　照　　表　　総　　括　　表

　　　 平成　２　３　年　３　月　３　１　日現在

－ 27 －



（単位：円）

合　　　　計 一般会計
設備導入事業
特　別　会　計

ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業等支
援事業特別会計

 外郭団体等不正
資金返還特別会計

内部取引消去

ⅠⅠⅠⅠ　　　　一般正味財産増減一般正味財産増減一般正味財産増減一般正味財産増減のののの部部部部

１．経常増減の部

　　（１）経常収益 1,556,072,165 1,015,922,120 545,080,128 2,053,481 1,141 -6,984,705

　　（２）経常費用 1,508,567,311 966,763,419 545,809,317 1,823,575 1,155,705 -6,984,705

　当期経常増減額 47,504,854 49,158,701 -729,189 229,906 -1,154,564 0

２．経常外増減の部

　　（１）経常外収益 16,069,029 7,528,500 0 8,540,529 0 0

　　（２）経常外費用 7,081,780 969,530 5,638,560 473,690 0 0

　当期経常外増減額 8,987,249 6,558,970 -5,638,560 8,066,839 0 0

　当期一般正味財産増減額 56,492,103 55,717,671 -6,367,749 8,296,745 -1,154,564 0

　一般正味財産期首残高 -625,582,272 280,064,389 -134,968,017 -774,368,454 3,689,810 0

　一般正味財産期末残高 -569,090,169 335,782,060 -141,335,766 -766,071,709 2,535,246 0

ⅡⅡⅡⅡ　　　　指定正味財産増減指定正味財産増減指定正味財産増減指定正味財産増減のののの部部部部

　当期指定正味財産増減額 436,189 -3,100,171 3,536,360 0 0 0

　指定正味財産期首残高 2,342,076,436 2,338,318,656 3,757,780 0 0 0

　指定正味財産期末残高 2,342,512,625 2,335,218,485 7,294,140 0 0 0

ⅢⅢⅢⅢ　　　　正味財産期末残高正味財産期末残高正味財産期末残高正味財産期末残高 1,773,422,456 2,671,000,545 -134,041,626 -766,071,709 2,535,246 0

　科　　　　　　　　　　　　目

正  味  財  産  増  減  計  算  書  総  括  表 

                        　　　　　　平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

－ 28 －




